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＊今回の提言では、「自立した社会人になるために高等学校卒業までに必要な要素」として６項目を挙げているが、その
内容は教育界の目指すところでもあり、「社会が一致して求めているもの」と小林氏は指摘している。
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と、公教育が目指すものと企業が

求めているものはほとんど同じな

のです＊。ですから、カリキュラム

の内容が実際に社会でどう役立っ

ているかを、教育者も子どもたち

も見ることができれば、インセン

ティブになるはずです。企業は、

学校現場にモチベーションをあげ

ていく刺激を与えることができる

と考えています。

工場を見せて何が基礎になって

いるかを知ってもらう、英語を使

う現場を見せて英語ができるでき

ないでどう違うのかを実感しても

らう、金融機関で高校で教えるよ

うな数学をどう活用しているかを

先生に説明する―。新たに何かを

始めなくても、今われわれがやっ

ていることを見せるだけで、子ど

もたちも先生方も具体的なイメー

ジを作ることができるはずです。

実際にこうした活動を行っている

企業も多くあります。企業が教育

に対してできることをもっと身近

に考えてほしいと思いますし、個

別の事例が増え、広がっていくこ

とで教育現場と企業・実社会との

つながりが少しでも太くなること

を願っています。

委員の皆さんは教育問題につい

て多くの意見がおありで、それを

まとめていくのはチャレンジング

でした。しかし、異なるバックグ

ラウンドをお持ちの副委員長の

方々にご協力をいただきながら、

約２年間たいへんおもしろく委員

会運営をやらせていただきました。

「グローバル社会の中で、日本の

これからの世代が生きていくため

に何が必要か」という点に、委員

共通の関心がありました。そこで、

①すべての国民がグローバル化に

対応する力を身につけることを教

育の中に組み込む、②積極的に海

外に出てグローバル社会の中で

リーダーシップがとれる人材を育

成する、の２点を委員会のテーマ

とすることにしました。

もうひとつ、委員長として「企

業が能動的に何ができるのか」と

いう観点も強く打ち出していくべ

きだと考えていました。個人の関

心が企業としての展開にうまくつ

ながっていかないのが実情ではな

いでしょうか。このテーマに関し

て委員会の中では、「それは企業の

やるべきことではない」といった

意見は出ず、むしろ「どのように

教育に関わっていけばいいか」と

いったスタンスで議論がなされて

いました。

今の教育現場は、企業や経済活

動からまったく切り離された世界

になってしまっています。また、

「企業のために教育を行っているの

ではない」との意見も根強くあり

ます。しかし、よくよく話を聞く
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